
付 議 第 ４ 号

地方自治法の規定に基づく委任の協議に関する議案

別紙のとおり、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 条の２の規定に

より、児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 66 号）の成立に伴

い、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）が一部改正されたため、委任の内容

を改めることについて、知事から協議がありましたので、これに同意すること

について、議決を求めます。

高知県教育委員会事務委任等規則（平成 4年教育委員会規則第１号）

第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。

(26) 知事の権限に属する事務の一部を教育委員会に委任すること又は教育委員会の補助機

関たる職員等に補助執行させることに関する協議に対し、同意等をすること。
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- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

告 示

--- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

高 知 県 告 示 第 号

平 成 15年 ４ 月 高 知 県 告 示 第 224号 （ 地 方 自 治 法 第 180条 の ２ の 規

定 に 基 づ く 知 事 の 権 限 に 属 す る 事 務 の 委 任 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 す る 。

令 和 ５ 年 ３ 月 日

高 知 県 知 事 濵 田 省 司

１ の (７ )の ウ の (カ )中 「 第 59条 第 １ 項 及 び 第 ３ 項 か ら 第 ７ 項 ま

で 」 を 「 第 59条 第 １ 項 及 び 第 ３ 項 か ら 第 ９ 項 ま で 」 に 改 め る 。

告 示

◎ 告 示 （ 地 方 自 治 法 第 1 8 0条 の ２ の 規 定

に 基 づ く 知 事 の 権 限 に 属 す る 事 務 の 委

任 ） の 一 部 改 正 （ 行 政 管 理 課 ）
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新 旧 対 照 表

改正後 改正前

○地方自治法第180条の２の規定に基づく知事の権限に属する事務の委

任（抜粋）

○地方自治法第180条の２の規定に基づく知事の権限に属する事務の委

任（抜粋）

１ 委任する事務 １ 委任する事務

(１)～(６) 略 (１)～(６) 略

(７) 児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下この号において「法」とい

う。）に関する次に掲げる事務

(７) 児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下この号において「法」とい

う。）に関する次に掲げる事務

ア・イ 略 ア・イ 略

ウ 保育所及び認可外保育施設（法第59条の２第１項に規定する施設を

いう。以下同じ。）に関する次に掲げる事務

ウ 保育所及び認可外保育施設（法第59条の２第１項に規定する施設を

いう。以下同じ。）に関する次に掲げる事務

(ア)～(オ) 略 (ア)～(オ) 略

(カ) 法第35条第３項の届出をせずに市町村が設置した保育所等に対

する立入調査等（法第59条第１項及び第３項から第９項まで）

(カ) 法第35条第３項の届出をせずに市町村が設置した保育所等に対

する立入調査等（法第59条第１項及び第３項から第７項まで）

(キ)・(ク) 略 (キ)・(ク) 略

(８)～(11) (８)～(11)

２・３ 略 ２・３ 略
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参考資料３

児童福祉法（昭和22年12月12日法律第164号） 抜粋

〔立入調査〕

第五十九条 都道府県知事は、児童の福祉のため必要があると認めるときは、第六条の三第九項から第十二項まで若しくは第三十六条

から第四十四条まで（第三十九条の二を除く。）に規定する業務を目的とする施設であつて第三十五条第三項の届出若しくは認定こ

ども園法第十六条の届出をしていないもの又は第三十四条の十五第二項若しくは第三十五条第四項の認可若しくは認定こども園法第

十七条第一項の認可を受けていないもの（前条の規定により児童福祉施設若しくは家庭的保育事業等の認可を取り消されたもの又は

認定こども園法第二十二条第一項の規定により幼保連携型認定こども園の認可を取り消されたものを含む。）については、その施設

の設置者若しくは管理者に対し、必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員をして、その事務所若しくは施設に立ち入り、その

施設の設備若しくは運営について必要な調査若しくは質問をさせることができる。この場合においては、その身分を証明する証票を

携帯させなければならない。

② 第十八条の十六第三項の規定は、前項の場合について準用する。

③ 都道府県知事は、児童の福祉のため必要があると認めるときは、第一項に規定する施設の設置者に対し、その施設の設備又は運営

の改善その他の勧告をすることができる。

④ 都道府県知事は、前項の勧告を受けた施設の設置者がその勧告に従わなかつたときは、その旨を公表することができる。

⑤ 都道府県知事は、第一項に規定する施設について、児童の福祉のため必要があると認めるときは、都道府県児童福祉審議会の意見

を聴き、その事業の停止又は施設の閉鎖を命ずることができる。

⑥ 都道府県知事は、児童の生命又は身体の安全を確保するため緊急を要する場合で、あらかじめ都道府県児童福祉審議会の意見を聴

くいとまがないときは、当該手続を経ないで前項の命令をすることができる。

⑦ 都道府県知事は、第三項の勧告又は第五項の命令をするために必要があると認めるときは、他の都道府県知事に対し、その勧告又

は命令の対象となるべき施設の設置者に関する情報その他の参考となるべき情報の提供を求めることができる。

⑧ 都道府県知事は、第三項の勧告又は第五項の命令をした場合には、その旨を当該施設の所在地の市町村長に通知するものとする。

⑨ 都道府県知事は、第五項の命令をした場合には、その旨を公表することができる。

地方自治法第180条の２の規定に基づく知事の権限に属する事務の委任（平成15年４月１日告示第224号） 抜粋

地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条の２の規定に基づき、知事の権限に属する事務を次のとおり委任する。

１ 委任する事務

(７) 児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下この号において「法」という。）に関する次に掲げる事務

ウ 保育所及び認可外保育施設（法第59条の２第１項に規定する施設をいう。以下同じ。）に関する次に掲げる事務

（ア）市町村からの保育所の設置並びに廃止及び休止の届出の受理（法第35条第３項及び第11項）

（イ）私立の保育所の設置の認可等並びに廃止及び休止の承認（法第35条第４項から第９項まで及び第12項）

（ウ）保育所に係る最低基準維持のための監督（法第46条第１項、第３項及び第４項）

（エ）県からの補助を受けた私立の保育所に対する予算変更及び職員の解職の指示（法第56条の２第２項）

（オ）私立の保育所の設置の認可の取消し（法第58条第１項）

（カ）法第35条第３項の届出をせずに市町村が設置した保育所等に対する立入調査等（法第59条第１項及び第３項から第７

項まで）

（キ）認可外保育施設に係る事業の開始の届出、当該届出事項の変更の届出並びに当該事業の廃止及び休止の届出の受理並び

にこれらの届出事項に係る当該認可外保育施設の所在地の市町村長への通知（法第59条の２）

（ク）認可外保育施設の設置者からの当該認可外保育施設の運営の状況に係る報告の受理等（法第59条の２の５）

２ 委任の相手方

高知県教育委員会

３ 委任する年月日

平成15年４月１日
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